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独立行政法人 科学技術振興機構
JAPAN SCIENCE AND TECHNOLOGY AGENCY

社会技術研究開発事業社会技術研究開発事業

平成２０年度 研究代表者説明会

200８年９月３日

社会技術研究開発センター
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社会技術研究開発事業
平成20年度 研究代表者説明会
（研究開発プロジェクト代表者対象）

社会技術研究開発センター

日時：平成20年9月3日（水） １４時～１７時
場所：社会技術研究開発センター 第一会議室
議事次第：

開会
１．全体概要
２ 研究開発の計画と推進２．研究開発の計画と推進
３．研究開発費の執行
４．成果･評価・留意点

５．質疑応答

閉会
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１．全体概要

3

科学技術振興機構の概要

新技術の創出

戦略的創造研究推進事業

社会技術研究開発事業

社会技術研究開発センター

科学技術情報

科学技術情報の提供

高機能基盤データベースの開発

新技術の企業化
（技術移転）

社会技術研究開発事業
研究開発戦略センター

先端計測分析技術・機器開発事業

科学技術情報の
流通・促進

技術移転支援センター事業
産学共同ｼｰｽﾞｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ化事業

独創的シーズ展開事業
地域ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ創出総合支援事業

科学技術情報の整備・提供（JDreamⅡ）
データベースの整備・提供

（ReaD，J-STORE，JREC-IN）
科学技術情報の発信・流通（J-STAGE）

科学技術理解増進 研究交流・支援

地域ｲﾉ ｼｮﾝ創出総合支援事業

日本科学未来館
ｽｰﾊﾟｰｻｲｴﾝｽﾊｲｽｸｰﾙ
サイエンスチャンネル

戦略的国際科学技術協力推進事業
地球規模課題対応国際科学技術協力事業

地域結集型共同研究事業
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社会技術研究開発センター
社会技術研究開発センター

センターは、目標達成型のファンディング機関として、社会の問題の解決に資する研究開発を効果
的に進め、社会的・公共的価値を創出することを目的とします。

・取り上げる問題の設定、対象社会を巻き込んでの課題の解決、及び評価について、センター
は関与者ネットワークを社会の中に形成し、連携します。

・研究開発領域を設定し、運営責任者である領域総括のもと、明確な研究開発目標をもつ研
究開発プログラムを設定し 研究開発プロジェクトを公募して 研究開発活動を推進します

社会技術研究開発センターのメカニズム
(社会にネットワークを形成して課題の解決＝知の蓄積・移転）

運営協議会
社会各セクターの代表的有識者の眼（領域の事前評価）

研究開発領域

領域総括

究開発プログラムを設定し、研究開発プロジェクトを公募して、研究開発活動を推進します。

・研究開発成果の社会への活用・展開を図ります。

「問題解決のための
科学社会社会

セ
ン
タ
ー

長

評価委員会 領域・プロジェクトの中間・事後評価

領域総括

（プロジェクトの事前評価

／研究開発マネジメント）

「科学技術と人間」

「脳科学と社会」

「情報と社会」

「犯罪からの子どもの安全」

「地域に根ざした脱温暖化・環境
共生社会」
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研究開発」
課題の募集・選考、
問題解決型の
研究開発を推進

社会技術研究開発センターの新しい活動サイクル

科学･
技術

安全安心

情報と社会

脳科学と社会

循環型地域社会

科学技術と人間､
文化、歴史

社会

問題群
社会的

公共的価値

安全安心

情報と社会

脳科学と社会

循環型地域社会

科学技術と人間､
文化、歴史

社会

問題群
社会的

公共的価値

「問題解決のための
研究開発」

課題の募集・選考、
問題解決型の
研究開発を推進

科学･
技術

安全安心

社会

問題群
社会的

公共的価値

安全安心

社会

問題群
社会的

公共的価値

6社会技術研究開発センターの新しい活動サイクル

情報と社会

脳科学と社会

循環型地域社会

科学技術と人間､
文化、歴史

情報と社会

脳科学と社会

循環型地域社会

科学技術と人間､
文化、歴史



4

社会技術研究開発事業とは

【事業の目的及び概要】

社会技術研究開発事業では 社会における具体的問題の解決を通して

社会技術研究開発センター

社会技術研究開発事業では、社会における具体的問題の解決を通して、

社会的・公共的価値を創出することを目的として、自然科学のみならず

人文・社会科学の知見を活用し、現場における様々な知見や経験に基

づいた 問題解決型の研究開発を推進する。

研究開発は、社会技術研究開発センター（RISTEX）において社会問題

解決に重要と考えられ、センターの事業によって具体的な成果を期待で解決に重要と考えられ、センタ の事業によって具体的な成果を期待で

きる研究開発領域を設定し、領域毎に設定する研究開発の内容に応じ

て推進する。研究開発領域内に領域の研究開発目標を達成するための

研究開発プログラムを設定し、領域総括が研究開発プロジェクトを募集・

選定し、時限の採択プロジェクトの研究開発を推進する。
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運営協議会 評価委員会センター長

参与

社会技術研究開発センター組織（平成20年度）

社会技術研究開発センター

新規

領域総括

犯罪からの
子どもの安全

研究開発領域

領域総括

情報と社会
研究開発領域

領域総括

脳科学と社会
研究開発領域

領域総括

科学技術と人間
研究開発領域

研究開発
プログラム

ユビキタス社会
のガバナンス

計画型研究開発

研究開発
プログラム

脳科学と教育

計画型研究開発 研究開発

研究開発
プログラム

科学技術と社会
の相互作用

研究開発
プログラム

犯罪からの
子どもの安全

領域総括

地域根ざした

脱温暖化

・環境共生社会
研究開発領域

研究開発
プログラム

地域に根ざした
脱温暖化・

環境共生社会

新規

計画型研究開発

高度情報社会の
脆弱性の解明と

解決

計画型研究開発

日本における子供の
認知・行動発達に影
響を与える 要因の

解明

研究開発
プログラム

21世紀の科学技術
リテラシー

フェロー
企画運営室

企画運営室長

企画・推進 運営・支援 調査・連携
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環境共生社会
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社会技術研究開発事業の推進体制
（研究開発領域・プログラム・プロジェクト）

運営協議会：研究開発
領域及びプログラムの
事前評価を行う。

運営協議会 センター長 評価委員会

領域 ドバイザ

評価委員会：研究開発
領域・プログラム・プロ研究開発領域

社会技術研究開発センター

領域総括

● ● ●

領域アドバイザー

研究開発プログラム
＃２

研究開発プログラム
＃１

研究開発プロジェクト

（研究チーム）

ジェクトの中間・事後評
価を行う。

研究開発領域の運営の
責任者である領域総括
と、領域総括に対し専
門的な助言を行う領域
アドバイザーが、研究
開発プログラム毎に研
究開発プロジェクトを公
募し 選考する研究開発プロジェクト 研究開発プロジェクト

研究開発プロジェクト

（研究チーム）

領域総括

領域総括補佐は必要に
応じて設置する。

●

●

募し、選考する。

研究開発プロジェクトは
問 題 解 決 に 取 り 組 む
人々と研究者の両方を
含む関与者の協働する
研究チームを編成する。

研究開発プロジェクト

（研究チーム）

プロジェクト企画調査

（研究チーム）

研究開発プロジェクト

（研究チーム）

●

●
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プロジェクト企画調査

（研究チーム）

研究開発の実施に必要な手続き（開始年度）

社会技術研究開発センター

•領域総括の要請により、随時、サイトビジットへの対応・ワークショップ
等への参加・報告会等での発表・報告書提出等を求めることがあります。
•領域総括は 進捗状況を把握し 以後の研究開発の可否・研究開発費

平成20年度

8月下旬～9月中旬 全体研究開発計画書及び平成20年度年次研究開発計画書作成

研究開発計画に関する領域総括との打合せ

月中旬 契約事務処理説明会【機関事務局対象】

•領域総括は、進捗状況を把握し、以後の研究開発の可否・研究開発費
の調整、必要に応じ研究開発計画・体制の見直しを求めます。（領域総
括の判断により、研究開発を中止することもあります。）
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9月中旬 契約事務処理説明会【機関事務局対象】

10月1日 研究開発・企画調査開始（委託研究契約上の研究開発開始日）

（2009年）

1月～2月頃 平成21年度研究開発計画書作成

3月～4月頃 平成21年度委託研究契約（覚書）締結

3月～4月頃 平成20年度研究開発実施報告書作成 委託研究費経理報告書作成
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研究開発の実施に必要な手続き（２年度目以降）

社会技術研究開発センター

平成21年度

3月～4月頃 平成20年度研究開発実施報告書作成 委託研究費経理報告書作成

（2010年）

1月～2月頃 平成22年度研究開発計画書作成

3月～4月頃 平成22年度委託研究契約（覚書）締結

3月～4月頃 平成21年度研究開発実施報告書作成 委託研究費経理報告書作成

平成22年度～終了年度については、基本的に平成21年度と同じスケジュールとなります。

上記に加えて、研究開発の終了年度には、研究代表者に研究開発終了報告
書を作成していただき、評価委員会による事後評価に対応していただきます。
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員

また、５年以上の研究開発予定期間を有する研究開発プロジェクトについては、
研究開発開始後３年程度を目安に中間評価を行います。５年未満の研究開発
プロジェクトについても、社会技術研究開発センターの方針等に基づいて中間
評価を実施することがあります。

中間評価の実施にあたっては、研究開発実施中間報告書を作成していただき
ます。

２．研究開発の計画と推進
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研究開発の実施体制について

社会技術研究開発センター

研究代表者を中心とし、研究代表者がチーム全体に
責任を負う実施体制として下さい。

•本事業では、研究代表者を中心として研究開発を進めていただきます。
研究代表者には、自らの構想を実現し、研究開発プロジェクトの目標を達成
するために必要な、問題解決に取り組む人々と研究者が協働するチームを
編成して、研究開発を実施していただきます。

•研究代表者の所属する機関の研究開発実施者に加え、他の機関に所属す
る研究開発実施者を含めることが可能です。
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•ＪＳＴは、研究代表者及び他の実施者の所属する機関と委託研究契約を締
結します。

•研究開発推進上の必要性に応じて、新たに研究者、補助者等を研究開発
費の範囲内で雇用し、チームに参加させることが可能です。

研究代表者の責務①

①関与者ネットワークへの参加

社会技術研究開発センターの構築する社会の問題解決に取り組む関与者と研究者が協働するため
人的ネ ク 中 情報 発信 共有 ク プや ポジウ 企 開催等 ご協

社会技術研究開発センター

の人的ネットワークの中で、情報の発信・共有、ワークショップやシンポジウムの企画・開催等にご協
力いただきます。

②領域総括のマネジメントの下での研究開発プロジェクト、またはプロ
ジェクト企画調査の推進及び管理

研究代表者は、自らの研究開発プロジェクトまたはプロジェクト企画調査の推進上のマネジメント、
成果等について、チーム全体に責任を負っていただきます。また、計画書の作成や定期的な報告書等
の提出、評価等への対応を行っていただきます。

③チーム全体の研究開発費の管理（または企画調査費の管理）

研究開発チーム全体の研究開発費の管理（支出計画とその進捗等）を研究開発実施機関とともに
適切に行っていただきます。研究代表者及び主たる実施者は、研究開発チームのメンバーや、特に
社会技術研究開発事業の研究開発費で雇用する研究員等の勤務環境・条件に配慮して下さい。
企画調査の場合も同様に、企画調査チーム全体の企画調査費の管理等を行っていただきます。
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研究代表者の責務②

④研究開発成果のアウトリーチ活動

領域総括等に研究開発の進捗状況を報告していただきます。また、国費による研究開発であることか
ら 国内外 究開発成果 発表を積極的 行 ただきます 究開発実施 伴 得られた

社会技術研究開発センター

ら、国内外での研究開発成果の発表を積極的に行っていただきます。研究開発実施に伴い、得られた
研究開発成果を新聞・雑誌での著作、論文等で発表する場合は、社会技術研究開発事業の成果で
ある旨の記述を行っていただきます。併せて、ＪＳＴが国内外で主催するワークショップやシンポジウム
に研究開発チームのメンバーとともに参加し、研究開発成果を発表していただきます。

⑤委託研究契約の遵守、ＪＳＴ諸規定の遵守

⑥政府研究開発データベース等への各種情報提供への協力

⑦プロジェクトの中間・事後評価への協力⑦プロジェクトの中間・事後評価への協力

⑧事業評価、経理調査、国の会計検査などへの対応

⑨追跡評価への協力 （研究開発プロジェクトのみ対象）
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研究開発計画について

社会技術研究開発センター

•研究代表者には、研究開発プロジェクトの研究開発期間全体を通じた全体
研究開発計画書を作成していただきます。また、年度毎に年次研究開発計
画書を作成していただきます。研究開発には、研究開発費や研究開発実施
体制を含みます。体制を含みます。

•研究開発計画（全体研究開発計画書及び年次研究開発計画書）は、領域総
括の確認、承認を経て決定します。領域総括は、選考過程、研究代表者との
意見交換、日常の研究開発の進捗把握、評価委員会による評価の結果等
を基に、研究開発計画に対する助言や調整、必要に応じて指示を行います。

•領域総括は、研究開発領域・研究開発プログラムとしての目標達成等のた
め、研究開発プロジェクトの研究開発計画の決定にあたって、研究開発プロ

20

ジェクト間の調整を行う場合があります。
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社会技術研究開発センター

•研究代表者が、採択後（研究開発開始時点）で作成します。

• 全研究開発期間を通して達成目標、実施内容、実施体制、予算計画（研究開発
開始時点）等をまとめます（中間評価、事後評価の資料になります）。

• 領域総括の承認後、決定となります。
決定された全体研究開発計画書に基づき 全研究開発期間の予算規模を規定

全
体
研
究

研究開発計画作成から委託研究契約の締結へ①

• 決定された全体研究開発計画書に基づき、全研究開発期間の予算規模を規定
します。

※ただし、この時点の予算総額はあくまで目安であり、毎年度見直しを行います

究
開
発

計
画
書

年
次

•研究代表者が、初年度を含め毎年度作成します。

• ２年度目からは、前年度までの進捗状況、成果等を反映し、当該年度に実施す
る研究開発の実施内容 実施体制 予算計画等を記載します。

21

次
研
究
開
発

計
画
書

る研究開発の実施内容、実施体制、予算計画等を記載します。
• 領域総括の承認後、決定となります。
• 決定された年次研究開発計画書に基づき、当該年度の予算を決定します。
※研究代表者は、必ず確定した内容をチーム内（主たる実施者＝研究担当者、
他）に伝達してください。

※研究担当者は、所属機関の契約・経理担当部署に当該機関に係る研究開発
計画について伝達してください。ただし、計画書の管理には十分ご注意ください。

社会技術研究開発センター

研究開発計画作成から委託研究契約の締結へ②

委 社会技術研究開発事業では、委託研究契約において複数委
託
研
究
契
約
書

（覚
書
）

社会技術研究開発事業 、委託研究契約 お 複数
年度契約を採用しています。

•委託研究契約期間の総額（上限額）、初年度研究開発費額を記した契約書
を締結します。

初年度は、この契約書に記載の委託研究費額を初年度研究開発費
としてJSTから各実施機関に配分します。

•当該契約期間中２年度目以降は、当該年度の研究開発費額を記した覚書
を締結します。

2年度目以降はこの覚書に記載の委託研究費を当該年度研究開発
費と から各実施機関 配分 ます

22

費としてJSTから各実施機関に配分します。
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社会技術研究開発センター

•研究開発計画書は研究代表者が、主たる実施者と相談の上、作成します。
•委託研究契約書は各実施機関とJSTが個別に契約します。

研究開発計画作成から委託研究契約の締結へ③

領域総括が研究開発計画書を承認

確定した研究開発計画書に基づき、各実施機関の研究開発費等を反映した委託研究契約書を
各実施機関とJST間で締結

委託研究契約書（覚書）に基づき 委託研究費を研究開発費としてJSTから各実施機関に配分

23

委託研究契約書（覚書）に基づき、委託研究費を研究開発費としてJSTから各実施機関に配分

研究開発計画書上の呼称 研究代表者 主たる実施者 実施機関

委託研究契約書上の呼称 研究担当者 研究機関

チーム構成（イメージ）

研究代表者

参加者（A大学）

参加者（A大学）

参加者（E株式会社）

代表者の率いるｸﾞﾙｰﾌﾟ 委託研究契約

委託研究契約

社会技術研究開発センター

研究代表者

（Ａ大学）

参加者（ 株式会社）

・
・
・

グループ C グループ Dグループ B

参加者 （NPO法人 C）
参加者 （NPO法人 C）

・
・
・

グループリーダー（NPO法人 C ）

参加者 （F市役所）

参加者 （G大学）

参加者 （H ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ）
・
・
・

グループリーダー（D 大学）

参加者（B研究所）
参加者（E株式会社）

・
・
・

グループリーダー（B研究所）

17
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社会技術研究開発センター

•研究開発に参加するメンバー（実施者）は、全員研究開発計画書に記載（登
録）してください

チーム編成について

～実施者の登録～

録）してください。

•実施者として登録する対象は、研究代表者およびグループリーダーの他、
実質的・継続的に当該研究開発に関与する者です。

•実施者数は研究開発の実施に必要な規模としてください。

•登録された実施者は研究開発の実施に必要となる研究開発費を使用するこ
とができます。

19

•特に、人件費及び旅費の支出対象となるのは、原則として研究開発計画書
に登録された実施者のみです。

•ドクターコース在籍の学生など、学生を実施者として登録することが可能で
す。

社会技術研究開発センター

•研究開発の実施者として、民間企業のメンバーの参加が可能です。

チーム編成について

～民間企業の参加～

•その場合には、研究開発の実施に必要な研究開発費を委託研究契約に
基づき配分します。

•請負業務の発注先である企業がチームに参加する必要がある場合には、
事前にJSTにご相談下さい。

•なお、研究開発の再委託は、原則として出来ません。

18

（注意点）
•100％子会社等または自社から調達を行う場合、利益排除が必要になる

ことがあります。該当すると考えられる場合は、事前に各実施機関の契約
担当者またはJST担当へお問合せ下さい。
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複数年度契約について
～複数年度契約における契約期間・契約金額～

社会技術研究開発センター

社会技術研究開発事業では、複数年度契約により、途切れのない
研究開発費の執行の実現と、事務手続の効率化を図っています。

複数年度契約により以下を実現しています。

• 委託研究費の繰越を可能とすること。

• 契約から納品・検収まで相当の期間を要するために年度をまたがる調達等を可能
とすること。

• 煩雑な事務手続きを軽減すること

24

複数年度契約の契約期間、契約期間中２年度目以降の研究開発費

• 契約対象の法人の中期目標期間等を考慮しつつ、個別に契約期間を設定します。

• 契約書には委託研究契約期間中総額(上限額)と契約初年度の委託研究費額が
記載されます。

• 複数年度契約期間中、２年度目以降の研究開発費については、確定された当該
年度の年次研究開発計画書に基づく覚書を取り交わします。

額の確定について

社会技術研究開発センター

額の確定とは、実施機関から提出された経理関係書類をもと
に研究開発計画書との整合性等を確認するなどの調査を行い、
概算払いを行なった委託研究費の総額を精算することです。

• 額の確定に当たっては、各実施機関の事務局に対し、各種照会等への対応をお
願いしますが、研究担当者(研究代表者、主たる実施者）に委託研究費の使用内
容等について問い合わせることもありますので、ご協力をお願いします。

• 「額の確定｣は、原則、書面により行ないますが、一部の契約について、書面調査
を補完する意味合いで、実地調査を行ないます。

25

を補完する意味合 、実地調査を行な ます。

• 額の確定とは別に、国の会計検査院等による検査が行なわれることがあります。
その対応は各実施機関の事務局に行なっていただきますが、各研究担当者も適
宜ご対応いただくことになります。
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３．研究開発費の執行

26

研究開発費の使途について
～委託研究費（直接経費）の執行にあたって①～

社会技術研究開発センター

研究開発実施のために直接的に必要な経費に支出できます。

委託研究契約書及び研究開発計画書での費目区分・内訳の対応関係は以下の通りです。

委託研究契約書に記載の

委託研究費の内訳

研究開発計画書に記載の

研究開発費予算の内訳

直接経費 物品費 設備費 設備備品・試作品等

材料・消耗品費 消耗品等

旅費 旅費 国内外出張、招聘旅費

謝金等 人件費・諸謝金 研究員、研究補助員等

27

謝金等 人件費 諸謝金 研究員、研究補助員等

その他 施設・設備改造費 機器改造費等

その他 会議費、図書等、機器リー
ス費用、請負業務外注費
等

間接経費 ※直接経費の３０％を
上限として、計画書にお
ける予算の外枠で措置

記載なし
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研究開発費の使途について
～委託研究費（直接経費）の執行にあたって②～

社会技術研究開発センター

• 国費を財源とすることを鑑み、適正な執行にご留意下さい。
• 研究開発を円滑かつ効果的・効率的に推進し、より成果をあげるため、経理処理
の柔軟性に配慮した対応をJSTから各実施機関に依頼していますの柔軟性に配慮した対応をJSTから各実施機関に依頼しています。

直接経費の対象とならないもの
• 研究開発の目的に合致しないもの
• 間接経費としての使用が適切と考えられるもの(他の業務と共通的に使用される物
品等の購入費用、施設・設備の整備・維持・運営経費等）

• 「特許出願経費」、「学会年会費」等で当該委託研究実施に直接関係のないもの
※契約書および事務処理説明書等により一定のルール・ガイドラインを設けてい
る項目があります。

28

る項目があります。

その他、全体的な注意事項
• 研究開発費の計画的かつ早期の執行に努めてください。
• 国際入札案件など、契約から支払いまでに相当の期間を要する案件については、
特に、早期対応をお願いします。

• 委託研究費に不要額が発生する場合は、判明次第、速やかにJST担当者までご
連絡下さい。変更契約により委託研究費の減額手続きを行ないます。

研究開発費の使途について
～｢設備費｣｢材料・消耗品費｣に関する留意点①～

社会技術研究開発センター

研究開発に直接的に必要で、専ら本研究開発のために使用さ
れる設備・材料・消耗品が購入可能です。

• 他の業務と共通的に使用される設備・材料・消耗品や、福利厚生を目的とした生活
関連用品などは、直接経費からの支出は適切ではないと考えられます。

～設備費、材料・消耗品費に関する「額の確定」における疑義事例～
•共通的な生活関連備品（電子ジャーポット、カレンダーなど）の計上があった。
•自己啓発のための書籍（英会話本など）、備品（ラジカセ等）の調達があった。

31

自己啓発のための書籍（英会話本など）、備品（ラジカセ等）の調達があった。
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研究開発費の使途について
～｢設備費｣｢材料・消耗品費｣に関する留意点②～

社会技術研究開発センター

設備等の調達については、購入の他、リースやレンタルも可能
です。

• リース：陳腐化や機器の進歩の著しい機器の場合など
• レンタル：設備等の使用期間が短期間の場合など
※リース・レンタルを行なう場合、購入する場合に比した経済性・効率性を勘案してくだ

さい。
※リース・レンタルの予算費目は、「その他」となります。（「設備費」ではありません。）

大型設備等の調達等は計画的にお願いします。

29

• 大型設備等は計画的に調達してください。
• 国立大学法人や独法等では、国際競争入札の対象となる案件（H20年度 物品

調達は1,700万円以上）の調達には時間がかかりますので、納期・支払時期を勘
案して予算を作成してください。

• 国際競争入札案件は、必ず実施機関の経理担当者に確認の上、予算計上時期
を決定下さい。

研究開発費の使途について
～｢旅費｣に関する留意点①～

社会技術研究開発センター

研究開発遂行上必要な各種旅費の支出が可能です。（旅費
の算定基準等は、各実施機関の規定に準拠します。）

旅費支出の対象となる事由
•研究開発成果の発表
•JSTが主催する当該研究開発領域内のミーティング、シンポジウム等
•委託研究費により雇用される者の赴任旅費
•チーム内のミーティング
•外部の研究者・協力者等の招聘
•フィールドワーク（現地調査等）

32

•その他、研究開発遂行上、必要な事由が発生した場合

旅費支出の対象となる者
•研究担当者（研究代表者、主たる実施者）
•原則として、研究開発計画書に記載の実施者
•外部の研究者・協力者等の招聘対象者



16

研究開発費の使途について
～｢旅費｣に関する留意点②～

社会技術研究開発センター

旅費支出に際しての留意事項
旅費支出にあた ては 研究開発遂行上必要と認められる合理的な人数 期間で• 旅費支出にあたっては、研究開発遂行上必要と認められる合理的な人数、期間で
あることにご留意下さい。

• 例えば、以下のケースは一般に合理的とは認められません。
・それぞれの役割が不明確な複数名での海外出張
・複数名の学生等が、成果発表を伴わず学会に参加

～旅費に関する「額の確定」における疑義事例～
計画書記載 実施者以外 者が 発表を伴わず 各人 役割が不明確 まま

33

•計画書記載の実施者以外の者が、発表を伴わず、各人の役割が不明確のまま、
複数人で、海外出張していた。

研究開発費の使途について
～｢人件費・諸謝金｣に関する留意点①～

社会技術研究開発センター

研究開発遂行上必要な人材の雇用が可能です。（給与等の
諸条件は、雇用主である各機関の規定に準拠します。）

委託研究費(直接経費)での雇用対象①
• 原則として、研究開発を遂行するために新たに雇用する研究員（いわゆるポスド

ク）・技術員等で、当該研究開発の専従者となる有期かつ常勤の雇用者（一時的
な謝金を除く）

※なお、他の資金で雇用されていた者が、間をおかず当該研究開発の専従者となる
場合も、上記に含みます。

34

場合も、上記に含みます。
※但し、大学、独立行政法人等に代表される、非営利機関ないし教育機関においては、

一定の要件を全て満たす場合に限り、非専従者であっても当該委託研究に係る従
事部分について、直接経費から人件費を支出できます。
その要件についてはJST担当にお問合せ下さい、
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研究開発費の使途について
～｢人件費・諸謝金｣に関する留意点②～

社会技術研究開発センター

委託研究費(直接経費)での雇用対象②
前述 該 究 を補 す 的 デ 集 整 等 単純作• 前述のほか、当該研究開発を補助する目的（データの収集・整理等の単純作
業）で雇用する研究補助員等で以下の用件を全て満たす雇用者（専従・非専従
を問わない）

1. 研究開発計画書に実施者としての登録があること（但し、3ヶ月未満の一時的な
雇用の場合には実施者の登録を省略することが出来る。）

2. 雇用契約書、労働条件通知書あるいは同等の覚書、証明書等の雇用関係書類
において、当該研究開発に従事することが証明できること。

3. 当該研究開発にかかる従事日または時間の区分が明確になるよう、従事日誌

35

当該研究開発にかかる従事日または時間の区分が明確になるよう、従事日誌
等の書類が整備できること。また、その従事内容を適切に管理する体制が整備
されていること。

研究開発費の使途について
～｢人件費・諸謝金｣に関する留意点③～

社会技術研究開発センター

雇用に関しての留意事項
※研究開発遂行上、必要な人材を必要な時期に適切な処遇で雇用するようにご配※研究開発遂行上、必要な人材を必要な時期に適切な処遇で雇用するようにご配

慮願います。
※研究担当者、民間企業等の実施機関に既に所属している常勤の研究員等(時給

制雇用者を除く）の人件費については、一部であっても直接経費からの支出は認
められません。

※人件費は後年度にわたり多額の負担になるため、慎重な計画をお願いします。

～人件費・諸謝金に関する「額の確定」における疑義事例～
研究開発開始 前 人件費に 計上があ た

36

• 研究開発開始日前の人件費について計上があった。
• 研究開発費にて人件費が措置されている者の従事内容について、当該研究開発
と関連が薄いと思われるものが一部あった。
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研究開発費の使途について
～｢施設・設備改造費｣について～

社会技術研究開発センター

実施機関所有の施設・設備等の改造・修理は、下記事項にご
留意いただいた上で、直接経費での計上が可能です。

• 直接経費から支出可能となるのは、当該施設・設備等が当該研究開発のために
専ら使用されることが前提となります。

• 他の研究と共通的に使用するもの、学科や学部などで共通的に使用するものに
ついては、直接経費から支出することはできません。

• 実施機関所有の施設・設備等について資産として計上すべきような改造等を加え
る場合は 事前にJSTにご相談下さい

37

る場合は、事前にJSTにご相談下さい。

研究開発費の使途について
～｢その他｣（会議費）について①～

社会技術研究開発センター

直接的に当該研究開発のために開催するワークショップ、会
議等に係る経費の支出が可能です。

会議費に含まれるもの
• 会場借料
• 飲食費用（アルコール類を除く）
• その他、会議に必要な費用

飲食費支出の対象となる会議
• 直接的に当該研究開発のための会議（ワークショップ・シンポジウムを含む）を主

38

直接的に当該研究開発のための会議（ワ クショップ シンポジウムを含む）を主
催する場合であり、かつ外部の研究者等が参加する会合であることを要件としま
す。（チーム内の実施者は｢外部の研究者等」に含まれません。）また、実施者の
みによる定例的なミーティングは対象となりません。

• 学会等において、参加者個人が徴収される懇親会費は、直接経費からの支出対
象外です。
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研究開発費の使途について
～｢その他｣（会議費）について②～

社会技術研究開発センター

その他留意事項
• 研究開発の推進等に係るワークショップ・シンポジウム・ミーティング等に伴う会議研究開発の推進等に係るワ クショップ シンポジウム ミ ティング等に伴う会議

費（特に飲食費）の支出にあたっては、国費を財源とすることに鑑み、必要最小限、
極力簡素なものとする必要がありますのでご留意下さい。

• 交流会等の飲食費については、できる限り参加者からも徴収することにより総額
を抑制してください。また、他の機関や学会等と共同で開催するような会合におけ
る会議費については、適切に分担して費用計上することとしてください。

～その他（会議費）に関する「額の確定」における疑義事例～
外部 者が参加しな ム内 グにお 飲食費が計上され

39

• 外部の者が参加しないチーム内のミーティングにおいて、飲食費が計上されてい
た。

• 学会参加者が個人徴収された懇親会費(飲食費)の計上があった。

研究開発費の使途について
～｢その他｣（再委託の可否）について～

社会技術研究開発センター

研究開発要素を含まない請負業務や検査業務については、
外注することが可能です。

• 研究開発計画書にあらかじめ記載されていることが前提です。

• 研究開発要素を含む業務を第三者に再委託することはできません。ただし、JST
が本委託研究の遂行上特に必要であると判断し事前に承認した場合に限り、本
委託研究の一部を第三者に再委託することができます。

• 事前申請にあたっては、実施機関事務局と相談の上、再委託に関する実施計画
書を作成しJSTに提出してください

41

書を作成しJSTに提出してください。

• 再委託先の行為については、再委託元の実施機関の行為とみなされます。再委
託に係る予算執行、各種報告等の業務遂行については、再委託元の実施機関
の責任において適正な対応を図ってください。
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間接経費について

社会技術研究開発センター

間接経費は『競争的資金を獲得した研究者の研究開発環境の改善
や研究機関全体の機能の向上に活用するために必要となる経費に
充当する』ものですので、所属する実施機関の事務局と協力して、
間接経費 有効活 をお願 ます

間接経費の主な使途の例示（一部抜粋）
○管理部門に係る経費
○研究部門に係る経費

共通的に使用される物品等に係る経費、光熱水費、通信運搬費、印刷費、新聞・
雑誌代、特許関連経費、施設・設備の整備・維持・運営経費・・・等

間接経費の有効活用をお願いします。
競争的資金の間接経費の執行にかかる共通指針(平成13年4月20日 競争的資金に関する関係府省連絡
会申し合わせ）より抜粋

42

研究機関にあっては、間接経費の使用に当たり、被配分機関の長の責任の下で、使用に関す
る方針等を作成し、それに則り計画的かつ適正に執行するとともに、使途の透明性を確保する
こととなっております。なお、複数の競争的資金を獲得した研究機関においては、それらの競争
的資金に伴う間接経費をまとめて効率的かつ柔軟に使用すること、また、研究機関の長は毎年
度の機関全体の間接経費使用実績を、翌年度の6月30日までに、各配分機関に報告することと
なっています。
（「競争的資金の間接経費の執行にかかる共通指針(平成13年4月20日 競争的資金に関する関係府省連
絡会申し合わせ）」に基づく）

間接経費の活用例

社会技術研究開発センター

• 機関が所有する施設（実施場所・部屋）の借上経費は、間接経費からの支出
が原則です。

機関が所有する施設（実施場所・部屋）の借上経費については、原則として間接経費に計上してく
ださい ただし 以下の用件を全て満たす場合は 例外的に直接経費から支出することができまださい。ただし、以下の用件を全て満たす場合は、例外的に直接経費から支出することができま
す。
・当該研究開発の実施に伴って新たに必要となった実施場所・部屋であること。（原則として、

研究担当者が当該研究開発の実施前から使用している実施場所・部屋は対象となりません。）
・対象となる実施場所・部屋の使用料算出根拠、利用規則等が規定などで確認できること。
・当該実施場所・部屋が当該研究開発のために専ら使用されること。

•光熱水料は、間接経費からの支出が原則です。

43

光熱水料については、原則として間接経費から支出してください。
ただし、当該研究開発のために専ら使用される施設・設備専用のメーターがある場合などで、
その使用料が他の研究や業務と区別して確認できる場合に限り、例外的に直接経費から支
出することができます。

直接経費の一定比率を光熱水費として割り当てるという場合は、直接経費からの支出対象と
なりません。
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研究開発計画・委託研究契約の変更について

社会技術研究開発センター

年度途中でも、領域総括の承認が得られれば研究開発計画
の変更が可能です。その際は、委託研究契約の変更（覚書の
締結）により、委託研究費を変更することも可能です。

• 研究開発計画の変更は、領域総括の承認が必要です。まずはJSTまでご相談下さい。

• 領域総括のマネージメントなどによる研究開発費の効率的・効果的・弾力的な運用の観点か
ら、研究開発領域単位もしくは事業全体で、随時、予算および計画の見直しを行うことにより、
委託研究契約を変更することがあります。（契約期間中であっても、委託研究費を増額また
は減額する場合があります。）

• 直接経費に対して一定比率で措置されている間接経費も、同時に増額または減額します。

締結） より、委託研究費を変更する も可能 す。

45

• 委託研究契約の変更が必要な場合は、当該機関に対し、JSTより変更契約を申し込みます。

委託研究費の費目間流用について①

社会技術研究開発センター

一定の要件のもとで、JSTの確認を必要としないで柔軟に費目間
流用することができます。流用することができます。

• JSTの確認を必要としないで流用が可能な要件

→各費目における流用額が、当該年度における直接経費総額の30%（この額が300万円
に満たない場合は300万円）を超えないとき

※この場合でも、計画の大幅な変更を伴う場合は、事前にJST(領域総括)の確認が必要

46

です。
※流用の内容により、JST担当者がその詳細を後日確認することがあります。
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委託研究費の費目間流用について②

社会技術研究開発センター

前述の要件を超える場合でも、領域総括の承認があれば、流用
することができます。することができます。

• 各費目における流用額が、当該年度における直接経費総額の30%および300万円
を超えるときは、JST（領域総括）が事前に確認し、当該研究開発の遂行上必要
であると認めることが必要です。

【費目間流用の確認手順】
i 研究担当者がJST担当者に対して 電子メール等で費目間流用の内容及び

47

i. 研究担当者がJST担当者に対して、電子メール等で費目間流用の内容及び
理由を付して連絡

ii. JST（領域総括）が研究開発遂行上必要であるかどうかを判断
iii.JSTから研究担当者へ費目間流用の可否を通知

研究担当者が別の機関に異動した場合

社会技術研究開発センター

研究担当者が別の機関に異動した場合、必要かつ可能であれ
ば異動先の機関にて研究開発を継続できます。

異動 機関と 締結 る 究契約 解約手続きが必 す• 異動元の機関とJSTで締結している研究契約の解約手続きが必要です。
速やかにJSTまでご連絡下さい。

→異動元の機関との委託研究契約の解約に伴い、直接経費及び間接経費の残額を機関
から返還していただきます。

→異動先の機関と新たに委託研究契約を締結し、異動元から返還される直接経費及び間
接経費を異動先に再配分します。

→研究担当者は、JSTへの連絡とともに研究開発計画書の変更を行って下さい。

委託 究費 調達 た 得物品 扱

48

• 委託研究費で調達した取得物品の扱い
→異動先の機関へ引き継ぐよう異動元の機関との委託研究契約に定めています。

• JSTからの提供物品の扱い
→JSTによる異動先機関への移設が可能です。
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ライフイベント等により
研究開発中断の必要が生じる場合

社会技術研究開発センター

研究担当者のライフイベント（育児休業等）や長期海外出張な
ど 究 が生 合 事前どにより研究開発の中断の必要が生じる場合は、事前にJST
にご相談下さい。

研究担当者が育児休業や産前産後の休暇を取得する場合や、長期間の海外留学
（研修）・派遣等で研究開発が遂行できなくなる場合については、事前にJSTにご相談
下さい。事情を勘案し委託研究契約を一時中断し、その後に再開するなどの措置が
できる場合があります。

49

委託研究費の次年度への繰越について①

社会技術研究開発センター

委託研究費の５％以内であれば、一定の要件を満たすことを
前提に、JSTの承認を必要とせず、事前連絡のみで、実施機
関にて委託研究費を繰り越すことが可能です関にて委託研究費を繰り越すことが可能です。

• 事前連絡は必要です。また、以下の要件を満たす必要があり
ます。

• 受託機関が大学、独立行政法人等に代表される、公的ないし教育機関である
こと。

• 繰越の対象となるものが 以下に該当すること

50

• 繰越の対象となるものが、以下に該当すること
研究開発費執行に係る計画・調達等の過程において、当初予想し得なかった
諸条件の影響により契約、支払い等が当該年度内に完了しなかったものの、
次年度以降も引き続き、当初目的の実現を図る必要性があるもの

• 複数年度契約を締結し、次年度も委託研究実施期間が継続していること

• 次年度の早期に執行が完了する見込であること
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委託研究費の次年度への繰越について②

社会技術研究開発センター

• 繰り越し額が委託研究費の５％を超える場合でも 事前にJST繰り越し額が委託研究費の５％を超える場合でも、事前にJST
の承認を得ることにより実施機関にて委託研究費を繰り越すこ
とが可能です。

• 留意点
• 間接経費も同時に繰り越すこととなります。
• 翌々年度への「再繰り越し」はできません。
• 委託研究費を繰り越さず JSTに返還することも可能です

51

• 委託研究費を繰り越さず、JSTに返還することも可能です。
• 委託研究費を繰り越す場合は、繰り越し額によらず、確認でき次第速やかに

JST担当者までご連絡下さい。

実施機関による委託研究費の管理

社会技術研究開発センター

各実施機関には、JSTとの委託研究契約締結、委託研究費の
執行、物品管理、知的財産管理等を担って頂きます。

• 実施機関への委託については、「計画に沿った調査の実施」のみならず、「経費
の適切な執行」も含まれますので、ご留意下さい。

• 実施機関は、「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン(実施基
準)」(平成19年2月15日 文部科学大臣決定）に基づき、実施機関における委託
研究費の管理・監査体制を整備していただく必要があります。また、その実施状
況の報告等をして頂くとともに、体制整備等の状況に関する現地調査が行なわれ
る場合は 対応して頂きます

52

る場合は、対応して頂きます。
なお、詳しくは、 、「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン(実
施基準)」については、下記ホームページをご参照下さい。
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/gijyutu/008/houkoku/07020815.htm

• 委託研究契約を締結する各実施機関の事務管理体制及び経営基盤等について、
事前に調査・確認を行い、委託研究契約について検討させていただく場合があり
ます。
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実施機関による委託研究費の管理
～委託研究費の適切な管理・監査の体制整備等について～

社会技術研究開発センター

各実施機関には、ガイドラインに基づく研究開発費等の管理・
監査の整備、及びその実施状況等についての報告書を文部科
学省へ提出して頂きます。

• 下記ホームページの様式に基づいて、原則として研究開発または企画調査の
開始（契約締結日）までに、各実施機関から文部科学省科学技術・学術政策局
調査調整課競争的資金調整室に報告書が提出されていることが必要です。

【URL】 http://www.mext.go.jp/a_menu/02_b/07101216.htm

• 平成19年10月以降 既に 別途の事業の応募等に際して報告書を提出してい• 平成19年10月以降、既に、別途の事業の応募等に際して報告書を提出してい
る場合は、今回新たに報告書を提出する必要はありません。

• 研究代表者が所属する機関のみでなく、研究開発費等の配分を受ける主たる
実施者が所属する機関も対象となります。

実施機関による委託研究費の管理
～注意点～

社会技術研究開発センター

• 大学・独立行政法人等と民間企業等では下表のような点が異なります。

• 公益法人、特定非営利活動法人等については、一定の条件を満たす場合には、
大学 独立行政法人等と同じ位置づけとなります大学・独立行政法人等と同じ位置づけとなります。

大学・独立行政法人等 民間企業等

非専従の研究員・技術員の
直接経費による雇用

一定の要件を満たせば可能 不可

間接経費 直接経費の３０％を上限 直接経費の１０％を上限とす
る一般管理費＋２０％を上
限とする業務間接費

53

委託研究費で調達する物品
の帰属

実施機関に帰属 JSTに帰属

委託研究費の繰越 一定の条件を満たせば可能 不可

実施機関事務局向けの委託研究契約事務処理説明書も内容が異なります。
上記事務処理説明書は、主に実施機関の契約担当/経理担当部署向けですが、必要に応じてご参照
下さい。
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適正な研究開発費執行に向けて
～効率の最大化と不正防止に向けた取り組み①～

社会技術研究開発センター

•委託研究費については、実施機関のルール等に従い、説明
責任が果せるよう適正・適切な執行をお願いします。

•不適切な執行が発見された場合には、その内容を精査し、
委託研究費の返金を求めること、委託研究契約の解約をす
ることがあります。

• 不正使用等に対する応募等資格制限
研究費等の不正経理等を行なった研究者等（共謀した者を含む）に対しては、国

の競争的資金のガイドラインや、JSTの規則などに基づき、一定期間、国の全て
の競争的資金制度への応募・参加資格が制限されます

54

の競争的資金制度への応募・参加資格が制限されます。

• 研究活動の不正行為への対応について
研究上の不正（研究データ等のねつ造、改ざん、盗用等）が明らかになった場合

には、研究の中止、研究費等の全部または一部の返還、ならびに事実の公表の
措置を取ることがあります。

※参照：「不正行為等に係る告発等の処理及び処分に関する規則」（JST規則）

適正な研究開発費執行に向けて
～効率の最大化と不正防止に向けた取り組み②～

社会技術研究開発センター

• 競争的資金の「不合理な重複」・「過度の集中」の排除について

国の全ての競争的資金を通じて、同一研究者に関して「不合理な重複」及び「過
度の集中」と認められる場合、応募等が不採択、採択取り消し、または研究費が
減額配分となることがあります。
※参照：「競争的研究資金の適正な執行に関する指針」

（H17.9.9.競争的資金に関する関係府省連絡会申し合わせ）

• その他参考URL
○JST競争的研究資金制度の統一的注意事項

htt // j t j /b / t ht l

55

http://www.jst.go.jp/bosyu/notes.html

○「研究活動の不正行為への対応のガイドラインについて」
＜科学技術・学術審議会研究活動に関する特別委員会＞
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/gijyutu12/houkoku/06082316.htm



27

４．成果・評価・留意点

56

関与者ネットワークへの参加

社会技術研究開発センター

社会技術研究開発センターの構築する社会の問題解決に取り
組む関与者と研究者が協働するための人的ネットワークの中
で、情報の発信・共有、ワークショップやシンポジウムの企画・で、情報の発信 共有、ワ クショップやシンポジウムの企画
開催などにご協力いただきます。

•研究開発領域の対象とする社会問題の解決に向けた取り組みに関与する
人々の探索

•情報の発信・共有

•ワークショップやシンポジウムの企画・開催 等

57

ワ クショッ やシンポジウ の企画 開催 等
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研究開発成果の発表について
～外部への発表～

社会技術研究開発センター

•社会技術研究開発で得られた成果は積極的に外部への発表
をお願いします。

•社会技術研究開発において重要な成果が得られた場合、JST
にご連絡下さい。

シンポジウム、ワークショップ等の開催、テレビ、新聞、雑誌、書籍等での情
報の発信をされる場合には、必ず外部発表・イベント企画連絡票でご連絡く

・シンポジウム、ワークショップ等 ・新聞発表等 ・知的財産権
・報告書、年報 ・論文発表、口頭発表
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ださい。

その他、JSTや社会技術研究開発センターの広報にご協力いただくことが
あります。

研究開発成果の発表について
～シンポジウム、ワークショップの開催～

社会技術研究開発センター

シンポジウム・ワークショップ等での積極的な成果の公表をお願いします。

シンポジウム等を開催する場合には コストパフォーマンスにもご配慮下さい。シンポジウム等を開催する場合には、コストパフォ マンスにもご配慮下さい。

シンポジウム・ワークショップの例
（１）JSTが企画する各種フォーラム・イベント等
JSTが開催する各種フォーラム・イベント等にて、社会技術研究開発事業で得られた
成果の報告を一般に広く行なっていただくことがあります。その際はご協力をお願い
します。

（２）領域総括が企画するシンポジウム（領域シンポジウム）等

59

（ ）領域総括 画す ウ （領域 ウ ）等
領域総括が中心となって、研究開発領域毎に開催するものです。成果等の普及、
領域内の情報交換、交流、進捗状況の報告等を目的とします。

（３）研究代表者が企画するワークショップ等
研究代表者が自ら企画し、チームメンバーを中心とし、外部の専門家・関係者も交え
て開催します。

(委託研究費による開催が可能。）
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研究開発成果等の報告について
～各種報告書①～

社会技術研究開発センター

以下の報告書は、領域総括による進捗の把握や、評価の基礎資料となります。

１．研究開発実施報告書
年度ごとの研究開発の実施状況について各年度末に作成していただき、領域総括が

レビューします。
また、本報告の内容の主要部分をとりまとめ、社会技術研究開発センターのホーム

ページ等で一般に公開することを予定しています。

２．研究開発実施中間報告書
評価委員会による中間評価の基礎資料として、研究開発実施中間報告書を作成して

60

いただきます。
なお、中間評価は、研究開発期間が５年間の研究開発プロジェクト、および研究開発

期間が５年未満であっても社会技術研究開発センターが必要と判断する研究開発プロ
ジェクトについて実施します。

実施時期は、5年間の研究開発プロジェクトの場合、開始後3年程度を目途としていま
す。

研究開発成果等の報告について
～各種報告書②～

社会技術研究開発センター

３．研究開発終了報告書
研究開発期間終了時に作成していただきます。研究開発の成果をとりまとめ、目標の

達成状況や今後期待される波及効果等を明らかにするとともに、評価委員会による研
究開発プロジェクトの事後評価の資料ともなります。

ここで報告された内容は、社会技術研究開発センターウェブサイト等で一般に公開し
ます。
＜参照＞

これまでに公開された終了報告書はウェブサイトをご参照下さい。
http://www.ristex.jp/

【注意】
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【注意】
上記の報告書は、研究代表者がとりまとめて、チームとして一つの報告書を作成し

ていただきます。
これとは別に、委託研究契約に基づき研究担当者（研究代表者、主たる実施者）毎

に年度毎に作成していただく「研究成果報告書」があります。こちらは、所属機関の事
務局を通して、委託研究費の経理報告書とともにJSTに提出していただきます。
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研究開発成果の扱いについて
～知的財産権～

社会技術研究開発センター

特許等知的財産権については、委託研究契約に基づき、原則
として発明者の所属機関に帰属します。知的財産権の取得・
活用は、JSTへの状況報告を頂きつつ、研究機関にて適切に
進めてください。
※ただし、研究機関が出願しないと判断した場合には、JSTが出願人とな

ることが可能です。また、弁理士費用・出願費用等は、委託研究費の間接
経費から支出することが可能です。

•研究機関からJSTへの各種報告義務
出願 申請 譲渡 設定登録 第三者 の実施許諾などの際は 研究機関から
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出願、申請、譲渡、設定登録、第三者への実施許諾などの際は、研究機関から
JSTへの報告が必要です。

•JSTの産学連携・技術移転関連制度の活用
JSTでは、「新技術の企業化」に係る、各種技術移転支援制度や研究成果の社会

還元を促進するための競争的資金制度を運営しておりますので、ご活用下さい。

研究開発成果の扱いについて
～論文発表、口頭発表～

社会技術研究開発センター

研究開発成果を発表される際は、社会技術研究開発事業の成果に属する
ことを、以下の例にならって表記してください。

著者の所属欄に、所属機関とともにRISTEXを併記。

（例１） Ｔａｒｏ Syakai ＊１，２
＊１ Ootemaｃｈｉ Ｕｎｉｖｅｒｓｉｔｙ
＊２ JST, RISTEX

もしくは、
Japan Science and Technology Agency, RISTEX

（例２） 社会 太郎 ＊１ ２
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（例２） 社会 太郎 ＊１，２
＊１ 大手町大学
＊２ 独立行政法人科学技術振興機構、RISTEX

※共同研究者等で、所属に上記表記が難しい場合、「謝辞
（Acknowledgement）の欄に記載して下さい。 （例）Ｔｈｉｓ ｒｅｓｅａｒｃｈ ｗａｓ ｓｕｐ
ｐｏｒｔｅｄ ｂｙ RISTEX，ＪＳＴ.
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評価について

社会技術研究開発センター

研究開発プロジェクトの評価として、事前評価、中間評価、事後評価、
追跡評価を行います。

研究開発領域・研究開発プログラムの評価として事前評価、中間評
価 事後評価を行います価、事後評価を行います。

中間評価及び事後評価は、評価委員会が、当該領域に係わる専門家による
専門的観点からの評価 （ピアレビュー）と、得られた研究開発の成果が投入
された資源（資金、人）に対して十分見合ったものであるかという視点での妥
当性、社会的意義・効果 に関する評価（アカウンタビリティ評価）により行い
ます。

【研究開発領域 研究開発プログラムの評価】
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【研究開発領域・研究開発プログラムの評価】
•中間評価は、研究開発領域等の目標の達成に向けた状況や研究開発マネジメントの状
況を把握し、これを基に適切な資源配分等を行うなど、研究開発運営の改善を図るため
に、評価委員会が評価を行います。

•事後評価は、研究開発領域等の目標の達成状況や研究開発マネジメントの状況を把握
し、今後の事業運営の改善を図るために、評価委員会が評価を行います。

研究開発プロジェクトの評価について①

社会技術研究開発センター

【中間評価】

領域総括は、研究開発の進捗状況や成果を常時把握し、研究開発計画等にフィード
バックします。

【中間評価】
•５年以上の研究開発予定期間を有する研究開発プロジェクトについては、研究開発開始
後３年程度を目安に中間評価を行います。また、５年未満の研究開発プロジェクトについ
ても、社会技術研究開発センターの方針等に基づいて中間評価を実施することがありま
す。

•中間評価は、研究開発の進捗状況や研究開発成果を把握し、これを基に適切な資源配
分、研究開発計画の見直しを行う等により、研究開発運営の改善等を図ることを目的と
し、研究開発プロジェクトの目標達成に向けた進捗状況及び成果の現状、今後の見込

評価委員会が評価を行 ます
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みについて、評価委員会が評価を行います。

•中間評価の結果に基づき、研究開発計画の見直し（中止、あるいは、予算及び研究開
発実施体制の修正）を行って頂くことがあります。
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研究開発プロジェクトの評価について②

社会技術研究開発センター

【事後評価】
•研究開発終了後、できるだけ早い時期に事後評価を行います。

•事後評価は、研究開発の実施状況、研究開発成果、波及効果等を明らかにし、今後の
び プ ジ

【追跡評価】
•研究開発終了後一定期間を経過した後、副次的効果を含めて研究開発成果の発展
状況や活用状況等を明らかにし、事業の改善等を図る目的で、評価委員会が追跡
評価を行います。

評価結果は 社会技術研究開発センターのウェブサイトを通じて一般に公開

研究開発成果の展開及び事業運営の改善を図ることを目的とし、研究開発プロジェクト
の目標の達成状況及び研究開発成果の状況について、評価委員会が評価を行います。

65

評価結果は、社会技術研究開発センターのウェブサイトを通じて一般に公開
します。

研究開発推進上のその他の注意事項

社会技術研究開発センター

•生命倫理及び安全の確保に関し、法令・指針を遵守してください。
参照URL:http://www.mext.go.jp/a_menu/shinkou/seimei/main.htm

究開発 計 上 相手方 意 協力や社会的 を必要とす•研究開発の計画上、相手方の同意・協力や社会的コンセンサスを必要とす
る研究または調査を含む場合には、人権及び利益の保護の取扱いについて
の適切な対応を行って下さい。

•研究開発等の題名、構成員や研究開発費等の所要の情報を毎年度政府研
究開発データベースにＪＳＴから提供します。

66
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今後の予定

社会技術研究開発センター

今後、委託研究契約の締結及び委託研究費の配分に向けて、以下
の事項についてご対応いただくこととなります。

•研究開発計画書の作成•研究開発計画書の作成
↓

•研究開発計画の承認
領域総括による調整・承認が行なわれます。

•平成20年度予算の決定
領域総括による研究開発計画の承認を経て、平成２０年度の予算が決定されます。

↓

•委託研究契約締結
研究開発計画書に基づき、JSTと実施機関で締結します。
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•研究開発開始
委託研究契約上の研究開発開始日は10月1日です。それ以前の予算執行は認められません

のでご注意下さい。

※   委託研究費の振込みは、計画が承認され、委託研究契約締結の手続き及び各
機関からの請求書発行手続きが完了した後になります。
それまでの間、各機関にて立て替えて予算執行いただくことは可能です。

質疑
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ご参集 誠 ありがとうござ ま たご参集、誠にありがとうございました。
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